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【第1問】下記の(問1)、(問2)について解答しなさい。  

問1  

ファイナンシャル・プランニング業務を行うに当たっては、関連業法を順守する

ことが重要である。 ファイナンシャル・プランナー(以下「FP」という)の行為に

関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。  

 

1.税理士資格を有していないFPが、参加費有料のセミナーにおいて、仮定の事例

に基づき、税額計算の手順を解説した。  

 

2.生命保険募集人登録をしていないFPが、生命保険契約を検討している顧客のラ

イフプランに基づき、必要保障額を具体的に試算した。  

 

3.投資助言・代理業の登録をしていないFPが、顧客と投資顧問契約を締結し、特

定の有価証券の動向や投資判断について助言をした。  

 

 

  



【答え】 

1.適切 

税理士資格を持たないFPは、具体的な計算や税務相談や税務書類の作成を行って

はいけません。また、有償・無償にかかわらず税務相談を行うことができません

が、仮の事例や、一般的な税法の解説は行うことができます。 

 

 

2.適切 

保険募集人でないFPは、保険業法により保険の募集・契約を行ってはいけませ

ん。 

ただし、生命保険商品の一般的な説明や、保障額の試算・ライフプラン設計を行

うことは可能です。 

 

 

3.不適切 

金融商品取引業者として登録を受けていないFPは、投資助言・ 代理業・投資運用

業を行ってはいけません。 

投資判断となる決済報告書、景気動向などを知らせることは投資助言とはならな

いため可能です。 

 

従って、正解は【3】 

 

  



問2  

下記は、永井家のキャッシュフロー表(一部抜粋)である。このキャッシュフロー

表の空欄(ア)、 (イ)にあてはまる数値の組み合わせとして、正しいものはどれ

か。なお、計算過程においては端数処理をせず計算し、計算結果については万円

未満を四捨五入すること。  

 

 
 

1.(ア)453 (イ)383  

2.(ア)454 (イ)383  

3.(ア)454 (イ)386  

 

  



【答え】 

 
ア)資料より、夫の給与収入は基準年436万円、変動率1% 

4年後の給与収入を求めるには年利1%を4年間複利計算することで求めます。 

 

複利計算の計算式 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

 

436万円×(1＋1%)4 

※電卓での計算は、まず(1＋0.01)を計算し1.01。×を2回(＝を年数−１回) 

1.01××＝=＝1.04060401 

4,360,000×1.04060401=4,537,033.483 

問題文の記述より万円未満を四捨五入により、454万円 

 

(イ)金融資産残高では、前年の金融資産残高を変動率1%で複利計算を行い、3年目

の年間収支と合算します。 

340万円×(1＋1%)=3,434,000円 

 

3,434,000円＋430,000円=3,864,000円 

 

問題文の記述より万円未満を四捨五入により、386万円 

 

従って、正解は【3.(ア) 454万円(イ) 386万円】 

  



【第2問】下記の(問3)~(問5)について解答しなさい。  

問3  

下記は、NISA(少額投資非課税制度)およびつみたてNISA(非課税累積投資契約に係

る少額投資非課税制度)についてまとめた表である。下表の空欄(ア)~(ウ)に入る

語句として、最も適切なものはどれか。  

 

 
 

1.空欄(ア):「同時に」  

 

2.空欄(イ):「40万円」  

 

3.空欄(ウ):「10年間」  

 

 

  



【答え】 

(ア)不適切 

一般NISAとつみたてNISAを同一年に併用することはできません。  

 

（イ）適切 

（ウ）不適切 

 

つみたてNISAの非課税期間は20年、年間の投資上限は40万円です。 

名称 年間投資上限 非課税期間 対象年齢 

NISA 120万円 5年 20歳以上 

ジュニアNISA 80万円 5年 20歳未満 

つみたてNISA 40万円 20年 20歳以上 

 

 

 

 

 

従って、正解は【2.空欄(イ):「40万円」 】 

  



問4  

下記<資料>は、WX投資信託の交付目論見書に記載された表である。<資料>に関す

る次の記述のうち、最も適切なものはどれか。  

 

 
 

1.WX投資信託は、投資対象として株式を組み入れることができる。  

 

2.WX投資信託は、運用開始前の当初募集期間内のみ購入することができる。  

 

3.WX投資信託の基準価額は、為替変動の影響を受けない。  

 

 

  



【答え】 

 
1.適切 

投資信託はMMFやMRFといった公社債を中心に運用する公社債投資信託と、インデ

ックスファンドやブルベアファンドといった株式を中心に運用する株式投資信託

があり、資料よりWX投資信託は属性区分から株式投資信託とわかります。 

 

 

2.不適切 

投資信託の購入では、募集期間中のみ購入することが可能な単位型、いつでも購

入が行える追加型があります。 

資料より、追加型の記述があり、いつでも購入可能です。 

 

 

3.不適切 

WX投資信託では為替ヘッジがないため、為替変動による資産価値の変化を受けま

す。 

為替ヘッジがあった場合には、先物取引や信用取引を行い、為替変動リスクを避

けます(ヘッジする)。 

 

 

従って、正解は【1】 

  



問5  

下記<資料>に基づくTX株式会社の投資指標に関する次の記述のうち、最も適切な

ものはどれか。なお、購入時の手数料および税金は考慮しないこととする。  

 

 
 

1.株価収益率(PER)で比較した場合、TX株式会社の株価は日経平均採用銘柄の平均

(予想ベース)より割安である。  

 

2.株価純資産倍率(PBR)で比較した場合、TX株式会社の株価は東京証券取引所市場

第1部(東証1部)全銘柄の平均より割安である。  

 

3.配当利回りで比較した場合、TX株式会社の配当利回りはジャスダック全銘柄の

単純平均(予想ベース)より高い。  

 

  



【答え】 

1.不適切 

PERとは、株価が1株当たり純利益の何倍になっているかを表した指標です。  

PER(倍)=株価÷1株当たり当期純利益(EPS)  

EPS(1株当たり当期純利益)=当期純利益÷発行済株式数  

・PERが高いほど割高  

・PERが低いほど割安  

 
TX社のPERは 

330円÷22=15倍 

 

日経平均のPERは11.56倍ですのでTX社の方が割高となる。 

 

2.不適切 

PBRとは、株価が1株当たりの純資産の何倍になっているかを表した指標 

PBR(倍)＝株価÷1株当たり純資産(BPS) 

BPS(1株当たり純資産)=純資産÷発行済株式数 

 

・PBRが低い(1倍に近い)ほど割安 

・PBRが高いほど割高 

TX社のPBRは 

330÷180=18.333…倍 

 

東証1部の全銘柄PBRは1.11倍ですのでTX社の方が割高となる。 

  



3.適切 

 
配当利回りは株価に対し、1年間でどれだけの配当を受けることができるかを示し

た数値 

 

配当利回り＝1株当たり年間配当金÷株価×100 

・株価に対して何％の配当を出しているかを示す 

・数値が高いほど高利回り 

 

TX社の配当利回りは8.5円÷330円×100=2.57… 

 

ジャスダック全銘柄の配当利回りは1.93%ですので、TX社のほうが高利回り 

 

従って、正解は【3】 

  



【第3問】下記の(問6)、(問7)について解答しなさい。  

問6  

建築基準法に従い、下記<資料>の土地に建築物を建築する場合の延べ面積(床面積

の合計)の最高限度として、正しいものはどれか。なお、記載のない条件について

は一切考慮しないこととする。  

 
  



【答え】 

延べ面積=敷地面積×容積率 

 

・容積率の制限 

容積率は、前面道路の幅員によって制限を受けます。 

 

前面道路が 2つ以上ある場合は、最も幅の広いものが道路の前面道路となりま

す。 

 

[前面道路の幅員による容積率] 

 ・前面道路の幅員が 12m以上の場合の容積率は「指定容積率」となります。 

 ・前面道路の幅員が 12m未満の場合の容積率 

 

住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10 

その他の用途地域・・前面道路の幅員×6/10 

 

12m未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員×法定乗数(4/10 または

6/10)」のいずれか、小さい方が限度となります。 

 
資料では幅員6mの前面道路ですので12m未満で、準工業地域となるので、 

6m×6/10=360% 

 

指定容積率は300%ですので、小さい方の300%を使用します。 

300㎡×300%=900㎡ 

 

従って、正解は【2. 900㎡】 

  



問7  

米田さんは、下記<資料>の甲土地を購入し、自宅を建築することを考えている。

甲土地の建築面積の最高限度を算出する基礎となる敷地面積として、正しいもの

はどれか。なお、この土地の存する区域は特定行政庁が指定する区域に該当しな

いものとし、その他記載のない条件については一切考慮しないこととする。  

 

 

1. 290m2  

2. 280m2  

3. 240m2  

  



【答え】 

建築面積を求める式は 

最大建築面積＝敷地面積×建ぺい率 

 

 

[建築基準法上の道路] 

・幅員が4m以上の道路。 

・幅員が4m未満の道路で、建築基準法が施行された時すでに存在し、特定行政庁

の指定により例外として認められている道路を2項道路といいます。 

 

2項道路は、道路の中心線から2m後退した線が、道路の境界線とみなされます。こ

れをセットバックと言います。 

 

セットバックした部分は建物を建てられないので、建ぺい率や容積率を計算する

際の敷地面積には算入できません。 

 
本問では甲土地・乙土地ともにセットバックを要します。 

幅員3ｍですので、4m未満の2項道路となり、道路の中心線から2m後退した線が、

道路の境界線とみなされます。 

(4m-3m)÷2=0.5m 

 

15mが0.5m後退することになり、甲土地の面積は 

14.5m×20m=290㎡ 

 

従って、正解は【1. 290㎡】 

  



【第4問】下記の(問8)~(問10)について解答しなさい。  

問8  

西山奈緒子さんが加入している医療保険(下記<資料>参照)の保障内容に関する次

の記述の空欄 (ア)にあてはまる金額として、正しいものはどれか。なお、保険契

約は有効に継続しているものとし、奈緒子さんはこれまでに<資料>の保険から保

険金および給付金を一度も受け取っていないものとする。  

 
  



 
 

1. 125,000円  

 

2. 200,000円  

 

3. 325,000円  

 

  



【答え】 

大腸がんで25日間入院し、給付倍率40倍の手術を1回受けた場合には、資料から 

・入院給付金日額5,000円×25日=125,000円 

・手術給付金5,000円×40=200,000円 

 

12万5千円＋20万円=32万5千円 

 
 

従って、正解は【3. 325,000円 】 

  



問9  

次の(ア)~(ウ)の事例のうち、損害保険の保険金の支払い対象となるものとして、

正しいものは どれか。なお、いずれの保険も特約などは付帯していないものとす

る。  

 
 

1.(ア)  

 

2.(イ)  

 

3.(ウ)  

 

  



【答え】 

(ア).適切 

個人賠償責任保険は個人を対象とし、日常生活で他人に怪我を負わせたり、他人

の物を壊したりした場合に補償されます。 

飼い犬が他人に負わせた怪我も支払対象です。 

 

 

(イ).不適切 

地震による損害は地震保険が適切です。 

 

 

(ウ).不適切 

自賠責保険の対象は対人賠償事故のみの補償となりますので、ガードレールなど

の対物は対象外です。 

 

 

従って、正解は【1.(ア)】 

  



問10  

吉田徹さんが契約している普通傷害保険の内容は下記<資料>のとおりである。次

の記述のうち、保険金の支払い対象とならないものはどれか。なお、いずれも保

険期間中に発生したものであり、該当者は徹さんである。また、<資料>に記載の

ない事項については一切考慮しないこととする。  

 

 
 

1.外出先で食べた弁当が原因で細菌性食中毒にかかり、入院した場合。  

2.休日にスキーで滑降中に転倒し、足を骨折して入院した場合。  

3.業務中に指をドアに挟み、ケガをして通院した場合。  

 

 

  



【答え】 

普通傷害保険は国内外を問わず、日常生活での急激、偶然、外来の事故による損

害が補償対象です。 

  ※業務中の傷害も補償の対象となります。 

  ※病気や細菌性食中毒は対象外 

1.不適切 

細菌性食中毒は対象外です。 

 

 

2.適切 

日常生活での損害は補償対象です。 

 

 

3.適切 

業務中の怪我も補償対象です。 

 

 

 

 

従って、正解は【1】 

  



【第5問】下記の(問11)、(問12)について解答しなさい。  

問11  

個人事業主として不動産賃貸業を営む山本さんは、FPで税理士でもある倉田さん

に2019年分の所得税より確定申告書の作成を依頼することにした。山本さんの

2019年分の収入および必要経費が下記<資料>のとおりである場合、山本さんの

2019年分の不動産所得の金額(青色申告特別控除前の金額)として、正しいものは

どれか。  

 

 
1. 250万円  

 

2. 190万円  

 

3. 170万円  

 

 

  



【答え】 

・不動産所得 

 

不動産所得＝総収入金額-必要経費(-青色申告控除) 

 
総収入金額は家賃と礼金で、敷金は全額返還する予定ですので、含みません。 

380万円＋20万円−210万円=190万円 

 

 

従って、正解は【2. 190万円 】 

  



問12  

個人事業主として飲食店を営む宮野さんの2019年分の各種所得の金額が下記<資料

>のとおりである場合、宮野さんの2019年分の総所得金額として、正しいものはど

れか。なお、<資料>に記載のない事項については一切考慮しないこととする。  

 

 
1. 880万円  

2. 780万円  

3. 380万円  

 

 

  



【答え】 

総所得の計算では、総合課税の所得を計算した合計です。 

 
資料では事業所得、給与所得は総合所得ですが、退職所得は分離課税です。 

 

従って、総所得金額は 

事業所得280万円＋給与所得100万円=380万円 

 

【総合課税】 

①利子所得 ②配当所得 ③不動産所得 ④事業所得 ⑤給与所得 ⑥譲渡所

得（土地や建物、株式の譲渡所得以外） 

 

【分離課税】 

①山林所得 ②退職所得 ③譲渡所得（土地や建物、株式の譲渡） 

 

 

従って、正解は【3. 380万円】 

  



【第6問】下記の(問13)~(問15)について解答しなさい。  

問13  

2019年11月20日に相続が開始された山根博子さん(被相続人)の<親族関係図>が下

記のとおりである場合、民法上の相続人および法定相続分の組み合わせとして、

正しいものはどれか。なお、記載のない条件については一切考慮しないこととす

る。  

 
 

  



【答え】 

法定相続人では、配偶者は常に法定相続人であり、配偶者以外では、子→直系尊

属→兄弟姉妹の順に、相続人がいなかった場合に順位が移ります。 

また、相続放棄が適切に行われた場合には、相続人から除外されます。 
・相続人の範囲と順位、法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父母

の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2がい

ない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

 
 

本問では子である長女の真奈美さんは、相続を放棄しているため相続人からは除

外します。 

従って、順位が子から直系尊属へ移行します。 

従って配偶者2/3、直系尊属1/3となり、父と母は1/3を2人で分け合うため各1/6で

す。 

 

従って、正解は【1．勝夫 2/3 正行 1/6 洋子 1/6】 
  



問14  

相続開始後の各種手続きに関する下記<資料>の空欄(ア)、(イ)にあてはまる語句

の組み合わせとして、正しいものはどれか。  

 

 
 

1.(ア)家庭裁判所 (イ) 6ヵ月  

2.(ア)公証役場 (イ)10ヵ月  

3.(ア)家庭裁判所 (イ)10ヵ月  

 

  



【答え】 

1.(ア)家庭裁判所 (イ) 6ヵ月  

2.(ア)公証役場 (イ)10ヵ月  

3.(ア)家庭裁判所 (イ)10ヵ月  

  

 

 

(ア)限定承認、相続放棄を選択する場合には、3ヶ月以内に家庭裁判所へ相続人全

員で、申述をしなければいけません。 

また、相続放棄の場合には単独で可能です。 

 

 

(イ)相続税の申告は、相続の開始があったことを知った日の翌日から 10ヶ月以内 

に行わなくてはいけません。 

 

 

 

 

従って、正解は【3.(ア)家庭裁判所 (イ)10ヵ月】 

  



問15  

皆川真紀子さんは、夫から2019年5月に居住用不動産(財産評価額2,700万円)の贈

与を受けた。真紀子さんは、この居住用不動産の贈与について、贈与税の配偶者

控除の適用を受けることを検討している。真紀子さんが贈与税の配偶者控除の適

用を最高限度額まで受けた場合の2019年分の贈与税の配偶者控除および基礎控除

後の課税価格として、正しいものはどれか。なお、贈与税の配偶者控除の適用を

受けるための要件はすべて満たしているものとする。また、真紀子さんは2019年

中に、当該贈与以外の贈与を受けていないものとする。  

 

1. 90万円  

2. 590万円  

3. 700万円  

 

  



【答え】 

贈与税の配偶者控除とは、一定の適用要件のもとで、配偶者が居住用不動産やそ

の購入資金を贈与された場合に贈与税の課税価格から控除できる規定です。 

控除額は2,000万円です。ただし、贈与税の基礎控除110万円とは別で加算できま

す。合計2,110万円までは非課税となります。 

 

従って、財産価額2,700万円では 

2,700万円-2,110万円=590万円 

 

 

 

従って、正解は【2. 590万円】 

  



【第7問】下記の(問16)~(問20)について解答しなさい。  

 

 
 

  



問16  

FPの福岡さんは、資金計画どおりにマンションを購入した後の荒木家のバランス

シートを作成した。下表の空欄(ア)にあてはまる金額として、正しいものはどれ

か。なお、<設例>に記載のあるデータに基づいて解答することとする。  

 
1. 160(万円)  

2. 660(万円)  

3. 1,060(万円)  

 

 

  



【答え】 

総資産を求める場合には資産合計額-負債合計額で求められます。 

 
 

 

資料から、本問はマンション購入後の純資産となるため、マンション価額3,000万

円(親からの贈与込み)、財形住宅貯蓄は0円、定期預金は50万円 

 

資産の合計は 

不動産3,000万円＋普通貯金100万円＋定期預金50万円＋財形住宅貯蓄0円＋生命保

険10万円=3,160万円 

 

負債は住宅ローン2,500万円のみです。 

 

3,160万円-2,500万円=660万円 

 

 

 

従って、正解は【2. 660(万円)】 

  



問17  

××× 負債・純資産合計  

浩介さんは、今後10年間で毎年36万円ずつ積立貯蓄をして、長女の千穂さんの教

育資金を準備したいと考えている。積立期間中に年利2.0%で複利運用できるもの

とした場合、10年後の合計金額として、正しいものはどれか。なお、下記<資料>

の3つの係数の中から最も適切な係数を選択して計算し、解答に当たっては、千円

未満を四捨五入すること。また、税金や記載のない事項については一切考慮しな

いこととする。  

 

 
 

1. 3,234,000円  

2. 3,942,000円  

3. 4,388,000円  

 

 

  



【答え】 

毎年一定額を積立た場合の一定期間後の元利合計を求めるには年金終価係数で

す。 

本問では毎年36万円を複利運用し積み立て、10年後の合計額は？ 

 

毎年積み立てる金額×年金終価係数=一定期間後の合計額 

 
 

 

資料から、 

360,000円×10.950=3,942,000円 

 

従って、正解は【2. 3,942,000円 】 

  



問18  

浩介さんは、会社の定期健康診断で異常を指摘され、2019年11月に2週間ほど入院

をして治療を受けた。その際の病院への支払いが高額であったため、浩介さんは

健康保険の高額療養費制度によって払戻しを受けたいと考え、FPの福岡さんに相

談をした。浩介さんの2019年11月の保険診療に係る総医療費が90万円であった場

合、高額療養費制度により払戻しを受けることができる金額として、正しいもの

はどれか。なお、浩介さんは全国健康保険協会管掌健康保険の被保険者で、標準

報酬月額は「36万円」である。また、浩介さんは限度額適用認定証を病院に提出

していないものとする。 

 

 
 

1. 86,430円  

2. 183,570円  

3. 189,870円  

 

 

  



【答え】 

・高額療養費 

 月間の医療費の自己負担額が一か月に一定額を超えた場合、その超過額につい

て請求すれば、あとで健康保険から支給。 

70歳未満(69歳以下)の自己負担額は被保険者の所得水準により、分けられます。 

・健康保険の自己負担割合 
区分 自己負担額 

小学校入学前 ２割 

小学校入学〜69歳 ３割 

70歳以上74歳 ・１割 

・現役並み所得者 ３割 

75歳以上 ・一般所得者   １割 

・現役並み所得者 ３割 

※現役並み所得者とは、標準報酬月額が28万円以上、課税所得145万円以上、年収では

夫婦で520万円以上、単身で383万円以上です。 

 

 
 

問題文から、総医療費 90 万円、標準報酬月額が 36万円と記述があるため、自己

負担限度額は 

80,100 円＋(900,000 円-267,000 円)×1%=86,430 円 

               633,000円 

浩介さんの自己負担割合は3割ですので、総医療費から自己負担した金額は 

90万円×30%=27万円 

 

高額療養費は 

270,000 円-86,430 円=183,570 円 

 

従って、正解は【2. 183,570円 】 

  



問19  

浩介さんの公的年金加入歴は下記のとおりである。仮に浩介さんが現時点(33歳)

で死亡した場合、浩介さんの死亡時点において妻の理恵さんに支給される公的年

金の遺族給付に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、浩介さ

んは、入社時(22歳)から死亡時まで厚生年金保険に加入しているものとし、遺族

給付における生計維持要件は満たされているものとする。  

 

 
 

1.遺族基礎年金と死亡一時金が支給される。  

2.遺族厚生年金と寡婦年金が支給される。  

3.遺族基礎年金と遺族厚生年金が支給される。  

 

  



【答え】 

・遺族基礎年金の支給要件は、被保険者または老齢基礎年金の受給資格期間が25

年以上ある者が死亡したとき、死亡した者によって生計を維持されていた、子の

ある配偶者・子へ支給 

  ※子：18歳到達年度の末日(3月31日)を経過していない子 

20歳未満で障害年金の障害等級1級または2級の子 

かつ未婚。 

また、遺族厚生年金は、遺族基礎年金に上乗せして受け取れるもので、厚生年金

保険の被保険者が死亡した場合に受け取れます。 

受給できる遺族の範囲は、妻、子、孫、および55歳以上の夫、父母、祖父母とな

っていて、受給者がいない場合に順位が移動する。 

 

・遺族厚生年金の額は、死亡した者の厚生年金保険の被保険者期間を基礎として

計算した老齢厚生年金の報酬比例部分の額の4分の3ですが、 その被保険者期間が

300月(25年)未満の場合、300月とみなして計算します。  

 

・厚生年金保険の被保険者である夫が死亡し、子のない40歳以上から65歳になる

前(中高齢の時期)までの妻の遺族厚生年金には、中高齢寡婦加算額(有期年金)が

加算支給されます。 (子がいても、子が遺族基礎年金の加算対象外であった場

合、妻が40歳以上であれば支給) 

 

・寡婦年金は第1号被保険者として保険料を納めた期間（免除期間を含む）が10年

以上ある夫が亡くなった時に、10年以上継続して婚姻関係にあり、生計を維持さ

れていた子のない妻に対して60歳から65歳になるまでの間支給されます。 

年金額は、夫の第1号被保険者期間だけで計算した老齢基礎年金額の4分の3。 

亡くなった夫が、障害基礎年金の受給権者であった場合、老齢基礎年金を受

けたことがある場合は支給されません。 

妻が繰り上げ支給の老齢基礎年金を受けている場合は支給されません。 

 
資料の家族構成より、子供のいる理恵さんには遺族基礎年金と遺族厚生年金が支

給されます。 

 

従って、正解は【3. 遺族基礎年金と遺族厚生年金が支給される。 】 

  



問20  

浩介さんと理恵さんが加入している生命保険は下表のとおりである。仮に浩介さ

んが2020年2月に死亡し理恵さんに保険金が支払われた場合、課税の対象となる税

金の種類として、正しいものはどれか。  

 

 
 

1.相続税  

2.贈与税  

3.所得税・住民税  

 

 

  



【答え】 

・保険金を受け取る場合に、契約者、被保険者、受取人が誰なのかによって、課

税される税金は異なります。 

また、保険料控除は以下の内容によって分けられます。 

契約者 被保険者 保険金受取人 課税関係 

A A Ｂ 相続税 

A Ｂ A 所得税・住民税・

一時所得 

A Ｂ C 贈与税 

 
資料から、契約者・被保険者は同一人物で、受取人の異なる場合の生命保険の死

亡保険の課税は、みなし財産として相続税の課税対象となります。 

 

 

 

従って、正解は【1.相続税 】 

 

 

 

 

 

 

                               -終- 


